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はじめに
J社は大正4年創業，昭和30年法人設立の織物用リード（reed）の名門メー
カーである。
繊維産業という成熟産業にかかわる機械工業企業が（1) ( 2），海外に技術移転
して行きながら日本国内に踏み留る様子は，さながら日本産業全体の将来像を
写し出しているようなところがある。
日本の繊維関連産業の動きでは，製糸メーカーにおいては，天然繊維から化
繊・合繊へと展開し 素材開発の続きの応用製品開発へと総合化学メーカーに
事業を多角化して，繊維事業を次第に海外に移す例や，織機メーカーが，産業
用一般機械のウエイトを大きくして行く例を見ることができる。これらは脱繊
維の戦略で企業の維持・発展を計っている。
これらの戦略は，開発途上国が国の工業化の奨励業種として繊維を支援する
ことで，日本が国際価格競争力を失なう頃に採られた。
この2面的ストーリーとして，日本の製糸，紡績メーカーの1960年代終りの
タイ， 1970年代初めの韓国への海外直接投資や 商社の繊維機械の輸出の増大
や，販売や技術指導目的のための商社現地法人設立などが観察できる。
J社の場合は筏修理業から始めて，昭和28年に金銭製造業となり，一企業と
しては売上増大を見ても，昭和30年代からの繊維製品生産過剰や，日米貿易摩
擦を目の当りにしては基本的に危機感を持たざるを得ない状況であった。
J社の国際化は第1次資本自由化の直後の昭和42年の法人化初代社長のIT 
MA (International Exhibition of Textile Mathinery）の視察団参加でド
ラフレックスというソフト・リードに出合ったことに始まる。
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社長の決断でデンマークのX社からの技術導入を進め，アジアでの唯一社ラ
イセンスを取得することでその後の5ヶ国の合併会社設立や，技術契約などに
発展する。
1972年韓国を皮切りに次々リードの現地生産・販売が行われるが，「よい織
物は，よいリードからJと言われるように，先進国の織物の品質向上に寄与し，
各国の輸出力をつける結果となる。特に第1回目海外進出の韓国の場合は現地
織物組合からの要請による。日本企業の海外直接投資の場合は，その目的が円
高後などは輸出代替である場合がよくあるが， J社は韓国に輸出してはいなかっ
た。この業界の特殊性として リードが顧客の要望に従って開発設計されるも
のでもあるだけに，リード・メーカーは顧客の近くに立地することが多い。縦
糸・横糸の出会いごとにリードが振動するので リードの損傷は避けられぬこ
とのようで，「現場直し」というメーカーから織りの現場に修理者を派遣する
伝統もあり，中小・零細のリード・メーカーがローカルに存在する状況は世界
的に見られるという。そのような点から，韓国側は輸入ではなく，現地の工場
への技術移転を望んだのである。
その後， J社はX社のソフト・リードの製造・販売のアジア唯一のライセン
スを駆使してアジアのリード市場の50%(3）を占有した。
今後， J社が欧米に進出して行くのかどうかについては，足許の日本に欧米
企業が進出してくるのを警戒して，拡張はしない考えのようである。世界的な
ITM Aへの出展も， 1971,1979, 1987年になされたが，目下のところ，囲内
中心で新製品を発表して行こうとしている。過度のプレゼンスには競争市場の
均衡を破る負の見返りがあるという考えのようである。国内の繊維機械展には
海外からの参加者もあり，このようなルートの要望には対応して行く考えであ
る。
さて，日本企業の海外直接投資の短い歴史の中で，普及品は海外で，高付加
価値品，高品質品は日本でという棲み分けが何となく言われてきたが， 21世紀
を迎えるこの時期にはなって安易な棲み分けの考え方には反省が生まれてい
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る（4）。近年，繊維産業の川下製品に関して，差別化品は欧州から，価格志向型
定番品は中国・ベトナムからというルートが出来ている。そこで，差別化品と
定番品の中間に位置するマーケットを圏内に求めていくということが競争力を
維持する 1つの鍵であるという意見が定説に近くなっている。
また，海外に技術移転した結果の製品輸入を続けていると，これまでの日本
の研究開発や生産ノウハウの基盤が失われるとの見解もある。
その点， J社の基本的な経営方針は，国内繊維市場をJ社グループと共に
圏内供給によって守りつつ 先端技術を追求して行く開発型企業を目指してい
る。
J社
所在地
創立
法人設立
資本金
従業員
海外展開
石川県
1915 （大正15）年
1955 （昭和30）年
4,950万円
41名
1967年 インドへ編筏機初輸出
ITMA’67スイスへ初代社長（創業者より 2代目）視察。
ドラフレックスとの出合い。
1969年 デンマークX社とドラフレックス製造・販売契約成立
1972年韓国J社設立（合弁）
1973年タイ J社設立（合弁）
1976年台湾T社設立（技術援助）
1981年香港Jドラフレックス設立（技術援助）
国際Jグループ結成
1983年マレーシアJ社設立（合弁）
1984年 中国天津，北京，西安，武漢で技術交流会
台湾J社設立（合弁）
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1986年エジプトG社と技術援助契約
1993年 オランダT社と合弁で日本にセールス＆サーピス会
社設立
イスラエルE社の「自動織物検査システムJの販売代理権取
得
1995年 インドネシアJ社設立（合弁）
面接者， J社社長，工場長他
面接時期 1999年
1. J社の沿革（ 5) 
大正4年に石川県大聖寺において創業者が筏（reed，リード）の修理を始め
た。当時のリードは竹製である。不況により織屋の多い能登地方に移転し，金
属製リードの製造を開始した。製品開発現場直しの誠実き，支払方法の工夫
などから好評だったが，第2次大戦では息子と従業員の戦死など個人企業とし
て大きな痛手を受けたが，戦後，顧客の要望に応えて業容を延ばし，昭和30年
には法人設立した。初代社長は創業者の養子である。創業者の創意工夫の体質
が受け継がれる中，昭和20年代終りには早くも人絹の過剰生産問題が出現する
など日本の繊維産業の成熟化が見え始め，織機の技術革新や手作業の機械化が
進む。機械の高速化・ラージ化に対応した筏が早急に求められたため， J社で
は社内の技術者で不足の部分は外部者に期待した。このアウトソーシングは大
企業や，大学・公的機関でなく街の工場経営者などその部門の専門家を捜すこ
とで解決された。昭和40年にはハイパワーリードと名付けられた金属製・低温
メッキのリードが開発され それまでのリードの問題を相当解決しており，メッ
キではなく樹脂を接着剤に用いたソフトリードの開発へと向っていたが，完成
には到らなかった。そのような日本の輸出環境の悪化，内外織機の改革期といっ
た問題がプレッシャーとなっている時期に，初代社長がITM A’67の視察に
海外へ出掛け，デンマークX社のドラフレックス・リードに出会い，企業成長
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の大きな節目となる。
J社の資本金は昭和30年に100万円，昭和37年に250万円，昭和39年に500万
円，昭和42年に1,000万円，昭和44年に1,500万円，昭和46年には3,000万円，昭
和48年には4,500万円，昭和55年には無償増資により4,950万円となって今日に
到っている。昭和40年代には2年で約倍額増資の形で指数的に増加している。
昭和30年代は繊維不況の時代であるがJ社の準備機械の開発や需要増加によ
る営業所の増設などで企業の基礎固めが出来て行く。
昭和42年からはドラフレックスの技術導入や工場増設，自社新製品の繊維機
械展への出品などで企業が成長・充実して行く。
昭和46年は韓国の繊維組合との合弁契約の実現が海外直接投資開始へと導び
かれる年である。この海外進出第1号は織機メーカーや製糸メーカーの随伴で
はなく，顧客直接の要請であるところがリードの戦略性を示していると考えら
れる。合弁会社の設立は翌47年であるが発端は韓国の織物組合長である人物
が国際水準に達した輸出を伸ばす織布が作れるリードを求めて北陸の繊維機械
展に足を伸ばして来たところ，出会ったのがJ社のリードであった。合弁に到
るまでには当時のJ社専務が韓国に出向いたり，社員旅行が実施されたりした。
その頃，韓国では織物工場が可成りの規模のものになっていたと社員旅行での
感想が社史に書かれている。韓国進出は繊維産業を奨励していた国策にも沿っ
ており，他国の経済発展に寄与したとJ社は自負している。出資自体はJ社35
%，現地側65%で， 1.4億Wの資本金である（6）。社長には現地側が就任してい
る。従業員43名で，現時点ではJ社からの出向者はゼロである。操業までには
韓国から 6名の研修員がJ社の工場に研修を受けに来ており， J社からも現地
へ指導に出かけている。
その後，昭和48年には当時のJ社専務と現社長となっている国際担当の2名
が東南アジア市場開拓訪問でタイとフィリピンに行っている。タイは日本の大
手2社がすでに数千名規模の工場を操業していた（7)0 国際環境としては円高
や，第1次オイルショックなど海外投資にプレッシャーがかかった年である。
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タイの合弁企業はその年の内に設立されしまうのだが，この場合は，華人でタ
イに帰化し，タイ語の名前を持つ人物が合弁相手として現われ，質問は「もう
かりますか。Jだけで，技術の説明もなにも無く，「5年は辛抱してもらいます。」
で，「よろしい。出資しましょう。」ということで話がまとまったという。 J社
側20%，残りは個人の経済人の出資で，合弁企業がスタートした。代表者は現
地側である。タイの場合はF/Sは先行の大企業が終えてしまっていて，道は
踏み固めかためられているということであろうか。その頃市場開拓訪問したフィ
リピンには進出していない。
海外直接投資としてはその後，マレーシアがJ社出資40%，現地60%，台湾
がJ社30%，現地70%で代表者は現地人である。駐在員はJ社から派遣されて
いない。最近進出のインドネシアは現地の要請ではなく東南アジアの国際経営
を考えてのロケーションとして，初代社長は日本の総合商社員で現地が長い人
物が就任して出資もJ社60%で技術指導者も日本から送り込んでいる。収支も
順調というところまで到らない（8）。
昭和55年以後資本の成長は成熟型になっており，海外直接投資よりは技術提
携や共同開発，販売代理店契約などが必要に応じて行われている。そのような
状況からJ社の経営活動が下火になったのかというとそうではなく，経営者の
考え方としてはアジアの繊維工業のみのコントロールでなく，自己完結的なア
メリカ，伝統や技術に奥深いものをもっ欧州を脱みつつ，技術担当重役を補強
するなどして全世界を視野に入れて中小企業のままで発展を志向しているよう
に見える。
2. J社の海外直接投資の特色
J社が技術に自信を持つ中小企業であることから投資行動の特色が生まれて
くるようだ。
中小金業は所有する資源、が豊富ではない。今日の日本の大企業は中小企業で
スタートし，需要に答えるように諸資源を急に獲得したケースも見られるので
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あるがJ社は量的拡大には’慎重だ、った。 1つには筏屋を駆逐するようになると
か，織布工場で内生化された修理工場の存在が，アクター・サービスを不用に
するといった事が近い将来起こるとは考えられていないし，織物は編物や不織
布と比べ，人類が最も一般的に使うものという認識が持たれている（9）。
J社の海外直接投資の特色をあげてみるとつぎのような点がある。・出資比率は自社をマイナーとする。
インドネシアのみ例外であるが，比率は小さい。これまでの筆者の調べ
たケースで本社の経営をそのまま現地に移したやり方を希望するので独
資で出るという場合もあった。 J社は配当の本国送金も求めていない。
代表者に現地人を配して好きなように，自分達の都合のよいようにやっ
て下さいといっている（1 0）。日本の他社が出資するのはタイの 1例のみ
であり，これは商社であるが発言力になるような出資でない。最初の行
きがかりなどで参加したものと思われる。
海外投資額が小さいと その際の融資等がなく財務状態は悪化しない。
仮りに海外投資が失敗に終っても傷は小さくて済む。・技術移転はフォローを充分にする。
技術教育は現場のリーダーを持ち場のポイントごと日本に呼んで教育す
る。日本からも引き続き現地に行って指導する。年1回開く国際J社会
議において品質が守られているかどうか点検する。そこで各事業所の不
都合を自覚させその解決法についても押し付けでなく，自発的に思い付
かせる0・適性規模はローカルな範囲の製品提供を考えている。
部品や，一定レベル商品を 1地域で生産し，規模の経済を追求し，必要
地域に配送するといった発想とは反する。あくまで筏の特性は現場に近
い所に立地することで顧客の信頼と満足が得られると考える。
今後，電気・電子や化学の業種のように日本ではなく海外に研究開発
要員が得られるので海外に研究所が設立されるというようなことが，リー
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ド・メーカーにも出現するのか否かについて面接調査の機会に聞き忘れ
てしまった。
3.環境予測・組織内資源調査・戦略策定の連鎖
一般に企業は市場予測を中心に政治・経済・社会・自然などの予測を試み，
その誤差に悩まされ続けている。不確実な環境に対抗するために連合を組んだ
り，談合を行ったりもする。日本の繊維産業の場合は第2次大戦後生産体制の
復帰や，原料手当てが問題だったが，政治介入の形で原料問題が解決されると
生産合計はあまり時間をとらずに過剰になった。
このような時代にはJ社の前身の個人企業においては技術の向上と販売方法
の工夫などで同業他社以上のスピードで成長があった。
その際，資源の点検として技術者の不足は外部に協力者を得た。資本は借入
れよりは自己資本を中心として拡張した。資材の不足はリードワイヤーを内生
化して作るという形で解決された。 J社の初期の目標は需要に答えることが1
つの目標となり得た。しかし繊維不況が到来したので 生き残れる製品を作れ
る顧客により品質の高い製品を提供し，その製品を用いた場合によい織物がで
きるというプラスの連鎖を作り出して次の関門まで到達することになる。とこ
ろが生産過剰が対米摩擦や，政府指導の設備破棄にまで進み，織機の草新も以
前と違ったレベルにまでなると，もち屋はもち屋で問題の所在を分っているは
ずのJ社にとっても，人的資源のゆとりは中小企業ゆえあまりないのである。
ソフト・リードの開発にはJ社のレベルでは接着剤が一番解決のできないとこ
ろであった。そのような折，海外視察で発見したドラフレックスはリード・メー
カーと接着剤メーカーの共同開発であった。 J杜には時聞がないとみた当時の
社長は慣れない国際取引にもかかわらず技術導入の道を選んだ。社長自身は語
学も自由にならない人物であったろうと予想するのであるが，飛び込んだX社
に何故契約が取れたのだろうか。 1つには当時の社長が“もち屋”であるとい
うことを，旨く行っていないソフトリードの開発の話を通じて分らせたのでは
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なかろうか。つぎに日本は繊維の生産基地であり，その内アジア開発途上国に
移るだろうから因われた技術が充分利益をもたらすだろうという投資の採算性
が考えられていたかもしれない。さらに，ロピィストを使い米政府に働きかけ
るような大企業でなく，中小企業経営者に先輩として教えることに楽しみが見
出せたかもしれない。この最後の点は合理性のある理由ではないのだが人間行
動には常に意外性があるということで想像を膨らませてみた。ドラフレックス
導入が決まると，マークやロゴを制定し無形固定資産が増加する。ドラフレッ
クスの製造・販売に伴い，投資も必要となる。国内での売れ行きは飛ぶように
というわけでなく， ドラフレックス関連の手当ては中・長期的関連の戦略投資
であり， J社がアジア全域の製造ライセンスをX社から取得したことで，海外
展開へ向けて動き出さざるを得なくなる。
圏内向けにはドラフレックスのみという訳にはいかず半田付けの金筏の研究
も，新しい技術とのぶつかり合いで一層進むことになる。ドラフレックスの欠
点についても理解が進むようになる。接着剤についてもJ社で新タイプのもの
が研究された。このような展開はドラフレックスを導入せず，自社路線のみで
頑張っても果して得られるのだろうかという事が研究の進捗上見られるのであ
る。
ドラフレックスの導入がJ社の技術資源として所有された結果，より大きな
目標が達成可能となる。そこで アジア生産基地にどんどん独資で投資すると
いうような展開の仕方をすると投資資金や，財務担当者などが新たに必要とな
り，異文化圏に進出する授業料も払わざるを得なくなる。 J社のような小さな
出資比率でしか投資せず，利益は再投資するということであれば，何の為に海
外進出が行われるのかが経済的次元でそれ程明確には表せなくなる。 J社マー
クの製品がX社のライセンスのもとに広められるということ，それは最も進ん
だ技術によって作られ人類の厚生を高めるということにJ社の目標が行き着く
のであろうか。 J社のプロフイールには「技術と信頼を核として，グローパル
な視点から未来へ……Jというタイトルがついている（ 11）。
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4.資本移動を伴わない国際取引
J社の資本増加は，昭和30年の株式会社設立をスタートして昭和40年代終り
頃までは加速度をつけて上昇して行くが，囲内での繊維生産量の減少から昭和
55年で資本は天井となり，輸出も行われないため工場の増築や，従業員の増加
はみられない。
同社の海外直接投資は5地点に行われ平成7年のインドネシアで、終ってい
る。投資の際J社は出資比率が小さいという特長をもっo昭和50年代からは技
術提携や販売に関する代理店契約などが増加し，資本移動，製品移動，人の配
置転換などは小さくなっている。人の配置替えはないものの，経営者のグルー
プ会議のための出張や，情報を運ぶ社員の出張は電話やインターネットが併用
されても増加する傾向にある。
黒Jlと平本はわが国中堅企業製造業の技術提携戦略について234社に因子分
析を行ない，結果をつぎの3点に集約した（1 2）。
( 1 ) 内部の研究開発能力が高い企業ほど資本関係を伴わない技術提携を
締結する傾向がある。
( 2 ) 技術提携に影響を与えるのは規模や系列関係といったコンテクスト
要因でなく， トップの戦略的判断によるところが大きいという可能性
カ宝ある。
( 3 ) 技術提携は企業の成長性にはプラスに 生産性にはマイナスに働く
傾向が認められる。
この3点に照してJ社の行動を説明するならば
( 1 ）中小企業のJ社だも，研究要因は高学歴者が増加している。また公的機
関など外部に問題解決を依頼したり，分析器具を借用したり研究力の取り組み
が学習されてくる（1 3）。このような社歴の中で海外直接投資より技術提携が増
加傾向にある。
( 2 ）技術提携を決めるのは，より新しい情報，誰でもが知り得ない情報を所
有し，資本を所有しているトップである。スタップ層が厚い大組織は決定の失
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敗にかかわるリスクを取る人間の存在が明らかではない。
( 3 ）技術提携は企業活動のスラックを増すかもしれないが資源の効率的利用
に責任を持たせる歯止めが必要となるかもしれない。
J社の海外直接投資の経過を眺めて，この中小企業がどのような経営組織に
収赦して行くのか，日本の他の産業に属する企業の将来も J社の現実が先行し
てみせているのか興味のある所である。
（注）
(1）図1参照
( 2）表1参照
( 3 ）北陸経済研究所『北陸三県企業要覧 1998J 
( 4）通産省生活産業局編『繊維ピジョンJ1999 
( 5）『G社創業80周年設立40周年記念誌j
( 6）週刊東洋経済『海外進出企業総覧’98＜国別編）Jタイの部
( 7）向上
( 8）向上 インドネシアの部
( 9）工場長の見解
(10）社長の発言
(11）会社案内平成10年度版
(12）黒｝｜｜＝平本『わが国中堅製造企業の技術提携戦略j 組織科学 Vol.29 No.l 
(13）工場長の聞き取り
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表 1.北陸三県広幅織物織機台数推移
年度 県名 企業数 (1）有梓織機 うち自動織機 (2）革新織機 W J L AJL その他 合計
1982 福井 2,494 58 926 8,775 12,157 10 300 541 1 316 71 083 
石川 2 814 52,829 7,454 10 550 6 967 207 3 376 63 379 
富山 93 7 113 2,962 834 770 6 58 7,947 
計 5 401 118,868 19,191 23 541 18,037 754 4,750 142,409 
1983 福井 2 444 54,803 8,182 13 738 1 665 664 1 409 68,541 
石川 2,660 50,992 10 504 12,036 8,138 325 3,573 63,028 
富山 92 6,725 2,847 1 262 979 78 205 7,987 
計 5,196 112,520 21,533 27,036 20,782 1 067 5 187 139,556 
1984 福井 2 384 49,407 7 221 15,888 13,332 933 1,623 65,295 
石川 2,625 49 839 11,085 12,937 8,916 593 3,428 62 776 
富山 90 5,802 2,400 1,456 1,152 104 200 7,258 
計 5 099 105,048 20,706 30,281 23,400 1,630 5,251 135 329 
1985 福井 2 082 42,023 6,384 17,364 14,295 1 305 1 764 59 387 
石川 2,229 42,589 11,353 12,736 9,342 649 2,745 55,325 
富山 85 5 096 2,057 1 609 1 265 117 227 6 705 
計 4,396 89,708 19,794 31,709 24 902 2 071 4 736 121 417 
1986 福井 2 081 40,853 6,199 17,793 14,548 1 396 1 849 58 646 
石川 2 242 43,354 12,732 11,500 9,396 705 1 399 54,854 
富山 76 4 963 2,241 1,547 1,185 125 237 6 510 
計 4,399 89 170 21,172 30 840 25 129 2 226 3 485 120,010 
1987 福井 1,762 35,131 5,928 17 560 14 343 1 392 1 825 52 691 
石川 1,839 35,868 12,382 11,056 9,255 797 1 454 47,374 
富山 70 3 933 1,788 1,558 1,173 145 240 5 491 
計 3 671 74,932 20,098 30,174 24,771 2 334 3 519 105 556 
1988 福井 1,624 31 258 5,534 17,678 14 206 1 548 1 924 48 936 
石川 1,817 34,562 12,423 11,626 9 145 912 1,569 46,188 
富山 68 3 942 1,721 1,635 1,226 190 219 5,577 
計 3 509 69 762 19,678 30,939 24 577 2,650 3 712 100 701 
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年度 県名 企業数 (1）有梓織機 うち自動織機 (2）革新織機
1989 福井 1,606 29,778 5,263 18,161 
石川 1 803 33,944 12,338 11,709 
富山 68 3,567 1,539 1 767 
計 3 477 67 289 19,140 31,637 
1990 福井 1 587 28,585 5,042 18,525 
石川 1 761 32 514 12,001 12 010 
富山 66 3 532 1,638 1,801 
計 3,414 64 631 18 681 32 336 
1991 福井 1,516 26,248 4,864 18 697 
石川 1,719 31,071 11,723 12,575 
富山 66 3 151 1,516 1,888 
計 3,301 60,470 18,103 33,160 
1992 福井 1 480 24 092 4,604 18 728 
石川 1 689 29 633 11,516 12,717 
富山 61 2,651 1,369 1,812 
計 3,230 56,376 17,489 33 257 
1993 福井 1 421 21,609 3 749 18,111 
石川 1,280 19,810 8,221 1 397 
富山 61 2,183 900 1,798 
計 2,762 43 602 12,870 31 306 
1994 福井 1,322 19,617 3,527 17,520 
石川 1 120 17 214 7,528 11,013 
富山 51 1,388 706 1 727 
計 2 493 38,219 1, 761 30 260 
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WJL AJL その他 合計
14,275 1,710 2 176 47,939 
9 030 1,004 1 675 45 653 
1 246 289 232 5,334 
24,551 3,003 4,083 98 926 
14,321 1,849 2,355 47 110 
8 907 1,260 1,843 44,524 
1,283 270 248 5 333 
24,511 3,379 4,446 96,967 
14,040 2,018 2,639 44 945 
8 897 1,404 2,274 43,646 
1 315 285 288 5,039 
24,252 3,707 5,201 93,630 
13 743 2,194 2,791 42 820 
8 908 1,438 2,371 42 350 
1,236 294 282 4 463 
23，邸7 3,926 5,444 89,633 
13,082 2,187 2,842 89,633 
7,529 1,534 2,334 31 207 
1,223 294 281 3,981 
21,834 4 015 5,457 74,908 
12,359 2 226 2,935 37 ,137 
7,130 1 549 2,334 28 137 
1 185 294 248 3,115 
20,674 4,069 5,517 68,389 
（調査／福井繊維協会）
出所： J社創業80周年記念誌
